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みやぎ脱原発・風の会 公開学習会 Vol.12 

 

 

☆ 福島第一原発事故の“真相究明”の醍醐味？をご一緒に！ ☆ 

 

事故初期の運転操作で 

福島原発事故は防げた？ 
 

 

 

２０１８年６月２日（土）１８：３０～２０：３０ 

仙台市市民活動サポートセンター４階 研修室５ 

仙台原子力問題研究グループ 石川徳春 

Ora Orade 
 Shitori egumo 
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★福島原発事故は、１号機の早期の炉心熔融・水素爆発が２・３号機の事故の進展に悪影響を与えた

ことは明らかで、東電自身がそれを認めている[福島第一原子力発電所事故の経過と教訓(2013.3)]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆言い換えれば、１号機でのＩＣ手動停止がなければ、福島原発事故は“防げた”のでは？ 



 

 - 3 - 

 第１ はじめに：原発（ＢＷＲ）の安全確保の基本的仕組み 

 

 Ｑ：タービンはなぜ回る？ ＜圧力差＋熱の捨て場（最終ヒートシンク）の重要性＞ 

 Ｑ：発電機・タービン系統の故障時は、熱はどうする？ ＜バイパス＞ 
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＜Ｆ２－２は１１０万ｋＷ（1100ＭＷ）原発＞ 

 

 

 Ｑ：「原子炉の熱」の何％が発電に利用され

る？ （残りはどこへ？） 
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 Ｑ：原子力発電の「安全確保の基本的仕組み」（有名な３フレーズ）は？ 

「止める」：制御棒を挿入し、核分裂（連鎖反応）を緊急停止（スクラム）させる。 

「冷やす」：崩壊熱を除去（冷却）する＝最終ヒートシンクへ熱を捨てる。 

「閉じ込める」：格納容器の過熱・過圧破損を防ぐため、冷却（スプレイ）・減圧（ベント）する。 

 

 Ｑ：「冷やす」と「閉じ込める」を成功（失敗）させる‘共通要因’は？ 
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Ｑ：異常発生時（スクラム時）に「主蒸気隔離弁ＭＳＩＶ」を閉じることの利点は？ 

Ｑ：主蒸気隔離弁が閉じたら、熱はどこへ？    【左図は１号機、右図は２・３号機】 

   

      

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：その（格納容器内の）熱はどこへ？ 

主蒸気隔離弁 
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第２ 「手順書」の全体像 

＜炉規法２４条１項３号＞「原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力があること。」＜規則第１２条も＞ 

＜炉規法３５条１項＞「原子炉設置者…は、…保安のために必要な措置を講じなければならない。」 

＜炉規法３７条４項＞「原子炉設置者及びその従業者は、保安規定を守らなければならない。」 

＜規則第７条の４＞（Ｈ１９改正）「法第３５条第１項の規定により、原子炉設置者は、保安規定に基づき要領書、作

業手順書その他保安に関する文書…を定め、これらを遵守しなければならない。」 

＜規則第１２条８号＞「非常の場合に講ずべき処置を定め、これを運転員に守らせること。」 

 

東電が整備している手順書（異常対応）とその適用範囲（業務範囲） 

１『事故時運転操作手順書（事象ベース）：ＡＯＰ』（事象手順書）：「あらかじめ想定された異常事象又は事故が発生

した場合において、その起因事象の確認から過度（ﾏﾏ）状態が収束するまで」 

２『事故時運転操作手順書（徴候ベース）：ＥＯＰ』（徴候手順書）：「事故の基因（ﾏﾏ）事象が何であるかを問わず観

測されるプラントの徴候に応じて操作手順を示した形式（徴候ベース）で発生確率は極めて低いと考えられる設計

基準を超えるような多重故障にも対応可能」なもの 

３『事故時運転操作手順書（シビアアクシデント）：ＳＯＰ』（ＳＡ手順書）：「発生した異常、事故等が拡大し」徴候

手順書の適用範囲を超えるような「炉心が損傷し、原子炉圧力容器の健全性及び、格納容器の健全性を脅かす可能

性のあるシビアアクシデント事象」に適用 

＜※上記以外にもいくつかの手順書を整備しているが、いずれも非公開。＞ 
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手順書所定の操作責任、手順書間の移行等の判断主体： 

事象手順書・徴候手順書の「操作責任者」は当直長ただ一人！ 

基本的には当直長が責任者。「ユ

ニットの運転継続・緊急停止の判

断」、「『原子力災害対策マニュアル』

に基づき、原子力災害対策特別措置

法（原災法）第１０条、第１５条通

報を行う」責務、「故障原因や状況

の把握ができない場合、本書に記載

のない事故が発生した場合」などは

「安全側の総合判断の下に操作指

示」、事象手順書では「対応不可能時」・「想定通り事象が推移しないとき」の徴候手順書への移行判断、等。 

ただし、原災法１０条・１５条通報後は（吉田昌郎）発電所長が本部長として手順書選択の判断に加わり、当直

長は「必要に応じ、緊急時対策本部の指示、指導、助言を得て操作方針を決定」。特に、徴候手順書に基づく格納容

器ベントや主蒸気隔離弁強制開などの「外部に対してインパクトが大きい」（＝放射性物質の環境放出）操作は同本

部の『判断』。ただし当直長が同本部と連絡が取れない場合や事象の進展でやむを得ない場合は「この限りではない」。 

なお、「当直長、当直副長、当直員はユニットに異常又は事故が発生した場合、速やかにかつ適切な応急措置に対

応できるよう、常に知識の習得に努めるものとする」。 



 

 - 10 - 

手順書使用の基本的考え方 

手順書の目的は、「ユニットにとって緊急かつ的確な対応が求められる事態」において、事故拡大につながるよう

な運転員の「誤操作、誤確認、誤判断の防止」を図るため。 

 

基本的に運転員には「当該手順書に従ってステップ毎にチェックしながら操作を実施する」ことが求められる。

ただし、事象の収束等を優先して行う操作は、「対応操作を実施後、…操作が手順書と相違ないことを速やかに確認

する」などと、事象対応優先で手順書は事後確認でよいとする柔軟かつ臨機応変の対応も認められている。 

ただし、運転員には「速やかにかつ適切な応急措置に対応できるよう、常に知識の習得に努める」ことが求めら

れており、正しい知識の習得を前提にして、手順書をステップ毎に参照しない臨機応変の次善の対応が認められる

のであって、手順書の趣旨に反するようなその場しのぎの場当たり的対応が許されるわけでは決してない。 
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★★ 以下は「本邦初！？」の完全オリジナル考察！ ＜皆さんもご一緒に＞ ★★ 

第３ 福島原発事故初期における＜１号機＞運転員事故対応の適確性 

１ 地震発生後から津波到達前まで   

２０１１年３月１１日、福島第一原発１～３号機は営業運転中、４号機は定検中。 

１４時４６分頃に東北地方太平洋沖地震発生！！ 

１～３号機とも『地震（地震加速度大）→原子炉自動スクラム（未臨界確認）→外部系統の電源喪失→主蒸気隔

離弁（ＭＳＩＶ）閉・非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）起動』と、一連の流れで機器等が自動的に作動し（運転員

は関与せず：原発の『安全設計思想』＜ＩＣ自動起動もその一つ＞）、ひとまず「止める」には成功。 

（１） 手順書の選定 

Ｑ：この段階（以降）の操作に適した手順書の種類は？ 

１ 事象手順書：「あらかじめ想定された異常事象又は事故が発生した場合…」 

２ 徴候手順書：「観測されるプラントの徴候に応じて…設計基準を超えるような多重故障にも対応可能」 

３ ＳＡ手順書：「炉心が損傷し…」 

徴候手順書（ＥＯＰ）の導入条件の一つが「原子炉スクラム」。また、事象手順書でも「原子炉スクラム信号（手

動スクラムを含む）が発信された場合には」徴候手順書へ速やかに移行。 

ただし、徴候手順書「ＲＣスクラム」を参照しても、この段階では「原子炉出力・水位・圧力」のいずれも特に

異常はないため、参照すべき手順はない。 
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Ｑ：「事象手順書」のどの手順が事故拡大防止の参考になりそう？ 

原子炉編：1.原子炉スクラム、2.冷却材喪失、3.配管破断、4.給水喪失、5.燃料破損、6.再循環系、7.制御棒駆

動系、8.原子炉系、タービン編：9.タービントリップ、10.タービン系、電気編：11.発電機トリップ、12.外部系統、

13.制御電源喪失、14.電気関係系統、火災編：15.ケーブル処理室、16.発電機関係、17.ディーゼル発電機室、18.

屋内油設備、19.屋外油タンク・変圧器、20.メタクラ、21.パワーセンター、自然災害編：22.自然災害 

 

Ｑ：さらに絞り込むなら？ 

1.原子炉スクラム Ａ）主蒸気隔離弁開 Ｂ）主蒸気隔離弁閉 Ｃ・Ｄ）起動用変圧器停止中 

12.外部系統 １）発電所全停 ２）周波数変動・電圧低下 ３）単独運転 ４）全交流電源喪失 ５）略 

22.自然災害 １）大規模地震発生 ２）津波発生 

 

★ヒント「1. 原子炉スクラム事故 原子炉スクラム（Ｂ）主蒸気隔離弁閉」の事故概要 

 

「何等かの原因」を「地震」と考えれば、ＭＳＩＶ隔離後のスクラムと順は逆ですが、該当する可能性大。 
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★ヒント「12.外部系統事故 12-1 発電所全停」の事故概要 

  

スクラム直後の外部電源喪失による非常用ＤＧ起動に鑑みれば、「第１２章 外部系統事故 １２－１ 発電所全

停」を参照するのが自然。 

他方、同手順を参照した場合、２・３号機手順書では「外部電源の復旧が４８時間以内に困難と想定される場合

は、＜第２２章自然災害事故 ２２－１（Ｅ）「外部電源喪失の場合」＞に移行」とあり、大地震の直後で外部電源

復旧が困難と考え、第２２章へ移行する判断も適正（なぜか１号機手順書には記載なし：不統一！）。 

１号機でも、外部電源復旧困難を想定した「第２２章 自然災害事故 ２２－１（Ｅ）」へ移行する判断は適正。 

  



 

 - 14 - 

★ヒント「22.自然災害事故 22-1 大規模地震発生」の事故概要 

 

さらに「２．操作のポイント」で（2010.2.11改訂版）、「（Ｅ）外部電源喪失」を参照するよう指示。 

 

このことから、やはり「（Ｅ）外部電源喪失」を参照するのが“自然・適切”。 

さらに、「（Ａ－１）自動スクラム」手順を

見たとしても、何もなければ「1. 原子炉スク

ラム事故」への移行が指示される一方、明確

に「地震により外部電源が喪失した場合」は

「（Ｅ）外部電源喪失」参照を指示。 
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Ｑ：原発運転の“プロ”東電は、どの手順書に絞り込んだ？ 

『１号機における事故時運転操作手順書の適用状況について』（H23.10）で、地震発生～津波前は、「1. 原子炉ス

クラム事故 原子炉スクラム（Ｂ）主蒸気隔離弁閉」を参照すべき手順に“絞り込んだ”としています。 

 

その理由として、同手順では「スクラム」「ＭＳＩＶ全閉」が想定されていることを挙げています。 

 

でも、その“詭弁”の一方で、「地震」によりスクラムしたことに触れないわけにはゆきません。 

 

ならば、スクラム原因を素直に受け入れ、「22-1 自然災害」手順に“絞り込む”べきでは。 



 

 - 16 - 

Ｑ：東電は、なぜ、最も“自然”な「22-1大規模地震発生」手順書を無視？ 

第１の理由は、地震後に行なった（やってしまった！）操作＝「ＩＣ手動停止」を正当化するため？ 

第２の理由は、『適用状況について』[9-1]を作文した東電担当者が、地震手順書を知らなかったか、不備のあっ

た地震手順書に注目が集まる（詳しく検討される）のを避けたかったから？ 

 

Ｑ＜上級者編＞：下の１号機地震手順書でおかしいところは？[6-1：22-1-2頁] 

 

１号機には「残留熱除去系ＲＨＲ」がない！（格納容器冷却系ＣＣＳを使用してＳ／Ｐ冷却） 

他にも、「隔離時冷却系ＲＣＩＣ」がないのに、その「手動停止」や「再起動」を指示[6-1：22-1E-13頁]。また、

ＣＲＤポンプをＢからＡに手動切替指示しているのに、その後に‘ポンプ（Ｂ）で…’と記載。 
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ちなみに、２・３号機地震手順書の当該箇所では、ＲＨＲでのＳ／Ｐ冷却の指示がなされ、「隔離時冷却系ＲＣＩ

Ｃ」の「手動停止」や「再起動」の指示があり[6-2および6-3：22-1E-13頁]、また、ＣＲＤポンプをＡからＢに「手

動切替」指示した後に、‘ポンプ（Ｂ）で…’との正しい記載。 

 

Ｑ：なぜ、１号機では間違いが多く、２・３号機では少ない？ 

地震手順書の当該部分の改訂日（各頁の上に記載あり）を調べると、１号機は「2010年2月11日」、２号機は「20

10年1月23日」、３号機は「2010年3月18日」。ということは、２・１・３の順に改訂されたので、１号機は２号機を
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参考にして作成（ほぼ丸写し）し、両号機で違う部分を校正したものの、見逃しがあった（だけ？）。一方、３号機

は２号機と同型・同出力のため、２号機を丸写ししても大きな問題は生じない。 

 
 

Ｑ：細かい“ケアレスミス・校正漏れ”はなぜ放置された？ 

手順書は本来「ステップ毎にチェックしながら操作」するものなので、そのような操作訓練教育がなされてきた

なら、運転員（や指導員）の誰かが「１号機にはその機器はない！」とそれらの“間違い”に気づくはず（誰も気

づかなかったのなら、それも“怖い話”…）。 
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‘真実は細部に宿る’：要するに東電は、少なくとも１号機では、事故前に一度も「22.自然災害」手順書を用

いた教育訓練を行なってこなかった！ということ。 

それもそのはず…、2010年の改訂前からも長期間１号機手順にＲＨＲ・ＲＣＩＣが記載（誤記が放置）され続け

ていたのなら問題はより深刻なので、「改訂履歴」を調べてみると、さらに驚くべき事実が判明。なんと、前記の事

故約１年前・2010年の同手順書の「改訂日」が、実は１～３号機とも「新規作成日」！  

 

だから、『適用状況について』[9-1]で、東電本部（報告作成者）すらその存在を十分認識しておらず、検討対象

に取り上げることができなかったか、あるいは、手順を作成したものの一度も教育訓練をしないまま（あるいは読

み合わせ程度の“机上訓練”をサラッと行なっただけで）「第26回定検（～2010.10.15）」を終わらせ、営業運転を

再開したら５ヶ月後に運悪く3.11地震に遭遇してしまい、同手順書に即した対応が（当然）できなかったのが事実・

真相で、それを“隠すため”一切言及せず！？ そう考えれば、地震対応手順を完全に無視した東電の姿勢＜17-1

9頁＞もきれいに氷解。地震対応手順に従った対応を3.11時点で東電に求めることは、そもそも間違い！！ 

おそらく、2007.7中越沖地震を受けて、「免震重要棟」は3.11に間に合った一方、「地震手順書」は形ばかり作っ

たものの、運転員への周知・教育訓練などは間に合わず（だから運転員は事故後の適用状況調査で言及せず）。 



 

 - 20 - 

（２） １号機でのＩＣ（イソコン）手動停止の謎＝福島原発事故の拡大・連鎖は防げた！？ 

① １号機特有の非常用復水器（ＩＣ） 

国内では１号機と日本原電・敦賀１だけ。 

主蒸気隔離弁ＭＳＩＶ閉で主復水器が利用

できない場合に崩壊熱を除去する設備。主蒸気

（気体）を高所のタンク（４階フロア：次頁図

の左上の⑨）に導き、タンク水と熱交換し、液

体の「水（復水）」に戻して自重で重力落下さ

せ圧力容器に戻す。駆動用ポンプやその電源は

一切不要で、隔離弁（第１～４弁）を全て開状

態にすれば自然に作動。通常は３つの弁（第１、

２、４弁）を開け、第３弁だけは閉じて「待機

状態」。手動起動させる場合は中央操作室から

のスイッチ操作で第３弁を開ける。また、「原

子炉圧力７．１３ＭＰａ gageが１５秒間継続」

すれば第３弁が自動的に開き、自動起動 1。 ＜詳細は後述＞  【図は政府事故調中間報告より】 

                         
1
ただし、圧力は、事故前の2010年7月に「７．２７ＭＰａから７．１３ＭＰａ」に変更されたばかり。＜後述＞ 
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「ＩＣ容量は２台で原子炉定格出力の６％」[6-1:12-4-17頁、本書2頁後]＝停止直後の崩壊熱全量を除去可能！！ 

主蒸気・復水が循環する閉回路構造のため、原子炉内の水量減

少すなわち原子炉水位の低下なしに 2原子炉の冷却（大気へ排熱）

と原子炉圧力の低下ができる。タンクの冷却水（胴側冷却水）を

適時補充すれば 3、継続して原子炉を直接冷却することが可能。

作動時には「蒸気が水平に勢いよく噴き出し…『ゴー』という轟

音を鳴り響かせ」建屋外壁に突き出した２つのベント管の先端（ブ

タの鼻 4から噴出し、音（耳）と蒸気（目）で作動確認可能。 

東電曰く、ＩＣ作

動は営業運転開始以

降初めて。 

 

                         
2
吉田所長は「炉内の蒸気を逃がしてやるわけですから、その分、炉内に保有する水量が減ってしまう」と誤認識。 
3
復水器タンクは大気に開放されているため、低圧ポンプがあれば補給は容易で、通常は脱塩水系や消火系からの補給が想定。 
4
１号機原子炉建屋西側の壁面に「鼻の穴」のように２つ並んで円形の先端部が出ているため、「ブタの鼻」。 
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② ＩＣの自動起動とその後の手動停止 

１４時５２分頃、ＩＣがＡ・Ｂの２系統とも自動起動。 

その後、１５時３分頃、運転員は２系統とも手動停止。

その後１５時１７～１９分頃、１５時２４～２６分頃、

１５時３２～３４分頃の３回、Ａ系統のみ手動操作（第

３弁を開閉）。 

東電は、自動起動したＩＣ２系統による冷却・圧力低

下が速すぎ（通常時の７ＭＰａから約４．５ＭＰａ）、保

安規定で定める「原子炉冷却材温度変化率５５℃／ｈ以

下」（温度降下率規定）を遵守できないと考え、２系統と

も一旦手動停止し、その後は１系統（Ａ系統）のみを手

動操作して原子炉圧力を６～７ＭＰａ gage程度に保つ

ようにした、と一貫して繰り返し主張（現在も！）。それ

とは別に「配管漏洩を確認するため」との証言もあり。 

 

③ 経験のないＩＣ作動とその理由 

東電が『適用状況について』で取り上げたスクラム・

ＭＳＩＶ「閉」対応手順では、「原子炉圧力は主蒸気隔離
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弁（ＭＳＩＶ）全閉により急激に上昇するが、主蒸気逃し安全弁（ＳＲＶ）の開閉により抑えられる」と記載され、

その「頻繁な自動開閉を抑制するため」手動でＳＲＶを操作し、６．３７ＭＰａ程度まで減圧するよう指示。 

一方、同手順でＩＣは、冷温停止へ向けた停止操作段階（最終段階）におけるＭＳＩＶ「開」操作不能時に「Ｓ

ＲＶ又は非常用復水器（ＩＣ）により、原子炉減圧を行い原子炉冷温停止」とされ、『冷温停止』前の「原子炉減圧

（４．１４ＭＰａまで）」の選択肢の一つの位置づけ。他の多くの手順でも“ＳＲＶによる減圧”を主に記載。 

 

④ ＩＣはなぜ作動したのか 

ＩＣは「原子炉圧力７．１３ＭＰａ以上、１５秒間継続」で作動。ＳＲＶ設定圧は「７．２７ＭＰａ以上」。

 

 Ｑ：ＭＳＩＶ閉による圧力の急激な上昇の際は、どちらが作動し易い？ 

ＩＣに作動上の遅延を設定している理由は、「瞬間的に原子炉圧力高となる過渡現象によって、非常用復水器が作

動するのを防ぐため」［14の添付書類８］。１９８２年７月２４日、１９８５年８月２１日、同８月２３日の３度の

ＭＳＩＶ閉による原子炉自動停止の際や、１９８７年４月２３日の地震による自動停止の際も、ＩＣは作動せず。 
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 Ｑ：今回はどうしてＩＣが作動？（比較的緩慢な圧力上昇は配管漏洩のせい？）  

ＩＣが今回の事故時に“予想外”に作動した理由・原因については、国会事故調報告にも政府事故調報告にも東

電報告にも記載なし。地震後のＭＳＩＶ不完全閉止や、国会事故調が問題とした配管（ＩＣ配管も含む）や弁（Ｓ

ＲＶも含む）等からの主蒸気漏洩の可能性もあり？ とあれこれ“邪推”していたら……。 

ＮＨＫスペシャル『メルトダウン』取材班の講談社現代新書『福島第一原発１号機冷却「失敗の本質」』（2017.9.

20）に、おそらく正解と思われる「１号機の冷却装置・イソコンの設定が、事故の８ヵ月前に変えられ、動きやす

くなっていた」との指摘あり。ＳＲ弁の作動圧は申請当初７４．４気圧で、「ＳＲ弁よりイソコンの方が、先に動く

ように位置づけられ」、１９８１年に「ＳＲ弁の作動圧力が突如７２．７気圧に変更され」、「イソコンとＳＲ弁を動

かす優先順位が逆転」、ところがさらに２００９年２月の１号機でのトラブルに伴い「イソコンとＳＲ弁の作動する

順番についても改めて議論」され、「ＳＲ弁より先にイソコンを作動させた方が、原子炉の水を失うことなく崩壊熱

を冷やせることから、イソコンを優先すべき」となり、「７１．３気圧になったらイソコンが起動して、原子炉を冷

却」し、「ＳＲ弁の設定値は、イソコンより高い７２．７気圧に設定」されたとのこと。 

事故時にＩＣが自動起動しやすい設定となっていたことは、手順書の改訂履歴からも判明。＜詳細後述＞ 
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★ＩＣ自動作動（原子炉圧力７．１３ＭＰａ gage、１５秒間継続）の検証・確認★ 

 原子炉圧力[20:35 枚目]は、主蒸気隔離弁ＭＳＩＶ閉鎖後の 14:49:03 から 14:52:33 までの 3.5 分間に圧力が

0.9MPa上昇し7.1MPaに到達。その上昇率0.25 MPa/分（0.0042 MPa/秒）より7.13 MPaに達するのは9秒後の14:52:42

で、その時点から15秒経過しＩＣが自動起動した14:52:57には7.19MPa（図と整合）と計算される。 

この時、ＳＲＶ作動圧の7.27MPaには到達

しておらず（7.13 MPaから33秒後の14:53:15

にようやく 7.27MPa）、15 秒以上の時間的余

裕で、ＳＲＶに先立ちＩＣが自動起動（その

後は減圧）したことが裏付けられる。これは、

原子炉圧力（Ｎ／Ｒ）のデジタルデータ

（14:52:59に7.106394MPa）と比べても、大

きな違いはない[16:33枚目]。 

一方、２・３号機のＭＳＩＶ閉後の圧力上昇と比較して、１号機での圧力上昇に特に異常は見られない。 
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ただし、ＳＲＶ作動後、２号機では、７．１弱～７．３５ＭＰａ。弁Ｆの逃し弁機能７．４４ＭＰａおよび復帰

値（弁が自動閉止する圧力）７．３３ＭＰａのいずれとも整合していない。 

それに対して、３号機では、７．２弱～７．５弱ＭＰａの間で変動。弁Ｃの逃し弁機能７．４４ＭＰａおよび復

帰値７．２０ＭＰａと整合。 

 

⑤ ＩＣ２系統の手動停止 （東電曰く、「温度降下率規定の遵守」や「配管破断を疑った」。） 

 Ｑ：計器類は非常用ＤＧ起動で正常だったのに、なぜ４．５ＭＰａまで圧力急減（を放置）？  

ＩＣ２系統の手動停止は、「温度降下率規定の遵守」という明確な意思によるものでなく、巨大地震・スクラム・

外部電源喪失等の異常の重畳に気が動転し、原子炉圧力や温度の監視が疎かになり、ＩＣの強力な冷却能力を認識

していなかったこともあり、「②チャート図」の③のような炉圧急減に単純に驚いた（＝やべーーー）だけでは。 

また、「配管破断を疑った」との弁明は、２系統手動停止後の圧力の回復から顕著な漏えい・配管破断等はないと

判断し、その後１系統の手動操作を行なったという事実経過とは整合（ツジツマが合う）、でも……。 
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 Ｑ：漏洩・破断の有無はＩＣ停止でしか検知できない？  

小破断レベルの配管漏えい確認なら、格納容器（Ｄ／Ｗ）の圧力・温度上昇の有無確認が先であり、しかも小破

断は「原子炉水位及び原子炉圧力がほとんど変化しない場合もある」とされているように、顕著な変化は生じない。 

一方、急激な原子炉圧力低下をもたらすのは「中破断・大破断」しか考えられないが、その場合に当然生じるは

ずの原子炉水位低下（それに伴うＨＰＣＩの自動起動）やＤ／Ｗ圧力・温度の急上昇、それらの警報発信も一切生

じておらず（計器・警報器等は正常！）、それらの可能性は極めて低いと即座に判断できるはず。 

 

⑥ 不慣れなＩＣ手動操作の実態  

運転員は、ＩＣ２系統手動停止後から津波襲来前ま

で、「②チャート図」に示されるように、１５時１７

～１９分頃、１５時２４～２６分頃、１５時３２～３

４分頃の３回、Ａ系統を手動操作（起動・停止：中操

での３Ａ弁のレバー操作：国会事故調：197頁）し、「当

直は、通常の操作手順に従い」６～７ＭＰａ gage程

度に保つようにした、と弁明。 

 Ｑ：ＩＣ操作は規定通り？  

ＳＲＶに代わってＩＣが作動した場合も、スクラ

ム・ＭＳＩＶ閉手順に準じたとすれば「７．０６～６．
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２７ＭＰａ」の維持が求められるはず。しかも（圧力急減に“懲りて”？）圧力変動に注意していたはずなのに、

３回とも下限値６．２７ＭＰａ以下への逸脱を繰り返している。 

敦賀１では、平成13-23年の間の２度の作動時とも、１系統の手動操作（各１８回作動）により原子炉圧力を６．

３７～６．８６ＭＰａ gage程度に維持[24]。Ｆ１－１での作動は初で、運転員が不慣れだったことは明らか＜その

理由・原因について、詳細後述＞。 

 

⑦ ＩＣ作動時の実際の「温度降下率」 

ⅰ ＩＣの自動起動後から手動停止時まで 

温度降下率＝原子炉冷却材温度（水温）は、原子炉圧力

から計算するしかない。そこで、ネット上で見つけた「Ｔ

ｅｔｅｎｓ式」（近似式）で、「原子炉圧力（Ｗ／Ｒ）Ｂ」

の個々の圧力値（飽和水蒸気圧）に対応する原子炉水温に

ついて、１４時５２分から２系統手動停止の１５時３分ま

での１分毎に計算し、さらに各時刻の温度降下率（１時間

あたりに換算）を算出。 

 Ｑ：運転員が懸念した「温度降下率」は、自動起

動後から停止まで実際にいくら？（東電が具体

的に数値を示さないのは何故？） 
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別紙１－１　　◎温度降下率計算（１４：５２～１５：０９）
[16]の

原子炉圧力
（Ｗ／Ｒ）Ｂ

Tetens式変形　ｔ=237.3*(LOG10(P*10000/6.11)/(7.5-LOG10(P*10000/6.11)))

時刻 経過時間
原子炉圧力Ｐ
（ＭＰａ abs）

原子炉水温 ｔ
（℃）

温度降下
⊿ｔ

（全体）

温度降下率１
（全体）

（℃／ｈ）

温度降下
⊿ｔ

（全体）

温度降下率２
（全体）

（℃／ｈ）

温度降下
⊿ｔ

（１分毎）

温度降下率３
（１分毎）
（℃／ｈ）

14:52 0 7.10670 280.92 開始

14:53 1 6.89130 278.91 2.0 120.55 開始 2.0 120.55

14:54 2 6.81345 278.17 2.7 82.40 0.7 44.26 0.7 44.26

14:55 3 6.68205 276.91 4.0 80.13 2.0 59.92 1.3 75.57

14:56 4 6.49935 275.13 5.8 86.83 3.8 75.60 1.8 106.95

14:57 5 6.25410 272.68 8.2 98.90 6.2 93.49 2.5 147.17

14:58 6 5.99130 269.97 11.0 109.52 8.9 107.31 2.7 162.60

14:59 7 5.71365 267.00 13.9 119.26 11.9 119.05 3.0 177.72

15:00 8 5.41620 263.71 17.2 129.07 15.2 130.29 3.3 197.77

15:01 9 5.11380 260.21 20.7 138.03 18.7 140.21 3.5 209.67

15:02 10 4.80825 256.52 24.4 146.39 22.4 149.26 3.7 221.61

15:03 11 4.62600 254.23 26.7 145.56 24.7 148.07 2.3 137.32

15:04 12 4.82580 256.74 -2.5

15:05 13 5.07690 259.78 -3.0

15:06 14 5.30910 262.49 -2.7

15:07 15 5.52690 264.95 -2.5

15:08 16 5.72940 267.17 -2.2

15:09 17 5.92065 269.22 -2.0

＊温度降下率１（全体）は、１４：５２からの全経過時間で温度降下（全体）を割った平均値である。

＊温度降下率２（全体）は、１４：５３からの全経過時間で温度降下（全体）を割った平均値であり、作動直後の影響を軽減する目的で計算。

＊温度降下率３（１分毎）は、１４：５２からの１分毎の温度降下を求めたものであり、ある意味”瞬間的”な温度変化の様子を示す。  

 



 

 - 30 - 

ⅱ 津波前のＩＣ１系統の手動操作時 

 

別紙１－２　　◎温度降下率計算（１５：１６～１５：３６）
[16]の

原子炉圧力
（Ｗ／Ｒ）Ｂ

Tetens式変形　ｔ=237.3*(LOG10(P*10000/6.11)/(7.5-LOG10(P*10000/6.11)))

時刻 経過時間
原子炉圧力Ｐ
（ＭＰａ abs）

原子炉水温 ｔ
（℃）

温度降下
⊿ｔ

（全体）

温度降下率１
（全体）

（℃／ｈ）

温度降下
⊿ｔ

（１分毎）

温度降下率３
（１分毎）
（℃／ｈ）

15:16 0 7.03665 280.27 開始

15:17 1 6.71445 277.22 3.0 182.75 3.0 182.75

15:18 2 6.22935 272.42 7.8 235.35 4.8 287.95

15:19 3 6.07185 270.81 9.5 189.27 1.6 97.11

15:20 4 6.28470 272.99 -2.2

15:21 5 6.49260 275.06 -2.1

15:22 6 6.67620 276.85 -1.8

15:23 7 6.83640 278.39 開始 -1.5

15:24 8 6.40215 274.16 4.2 253.43 4.2 253.43

15:25 9 6.13485 271.46 6.9 207.96 2.7 162.48

15:26 10 6.06960 270.78 7.6 152.13 0.7 40.47

15:27 11 6.29775 273.12 -2.3

15:28 12 6.49395 275.07 -2.0

15:29 13 6.66270 276.72 -1.6

15:30 14 6.81030 278.14 -1.4

15:31 15 6.94935 279.45 開始 -1.3

15:32 16 6.47865 274.92 4.5 271.81 4.5 271.81

15:33 17 6.21765 272.30 7.1 214.48 2.6 157.15

15:34 18 6.02910 270.36 9.1 181.87 1.9 116.64

15:35 19 6.20550 272.18 -1.8

15:36 20 6.41025 274.24 -2.1

＊温度降下率１（全体）は、各開始時刻からの全経過時間で温度降下（全体）を割った平均値である。

＊温度降下率３（１分毎）は、各開始時刻からの１分毎の温度降下を求めたものであり、ある意味”瞬間的”な温度変化の様子を示す。  
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 Ｑ：運転員が気にかけた「温度降下率５５℃／時以下」遵守は（３回とも）なされた？  

 Ｑ：なぜ「温度降下率５５℃／時」以上の冷却がなされた？  

3.11当日は寒く、タンク水の水温（23.0℃、

23.6℃［5-2：添付8-9(2/3)頁］）が「設計想

定」より低くて冷却効率が良かったか、崩壊

熱がスクラムからの時間経過（６分後）で「設

計想定」（スクラム直後）より低下？ 

ちなみに、敦賀１のタンク水温は「通常4

0～60℃」で＜H15.8.20事故報告＞、ＩＣ配

管内の温度が約50℃＜H16.10.25事故報告＞

と比較して、１号機でのＩＣ配管内温度「2

6℃程度」とタンク水温「20℃前後」は、夏

場と冬場の違いなどがあると

しても、特に不自然ではなく、

その意味で「100℃/h以上」の

温度降下率は、冬場の１号機

のＩＣ作動時には当然想定さ

れる値だったはず。 
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⑧ 運転員が急激な温度低下を恐れた本当の理由 

ⅰ 温度降下率規定の根拠 

運転員の「炉圧の下がりが速く、このままだと圧力容器の健全性が保てない」との発言の根拠は、特に１号機

では、中性子照射脆化＝老化も加わって、「急激な温度変化による原子炉圧力容器炉心部の脆性破壊」（小さな力

でガラスのように瞬間的にパリンと割れる）への懸念＜田中三彦さんの岩波新書[26]参照＞。 

 

ⅱ 適用外だった温度降下率規定 

緊急事態においては「ＥＣＣＳ系が自動的に作動し、冷たい水が一挙に炉内に流入することになっている。そ

の場合炉は『急冷』され、容器は熱衝撃を受ける」ことが予想されるが、その際は緊急事態への対応が最優先で、

温度降下率規定など「のんびりとそのような制限値にとらわれているわけにはいかない」[26:109頁]のは自明で、

異常事態の発生直後の原子炉の減圧や冷却が真っ先に求められている段階で遵守を求められるものではない。 

何より、『保安規定』では、第３７条第１項で「原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率は、表３７－１

で定める事項を運転上の制限とする。」＜表37-1は後出＞と定められる一方、第７６条第１項（１）で「原子炉の

自動スクラム信号が発信した場合」を異常発生時とし、第７７条第１項で「当直長は、第７６条第１項の異常が

発生した場合は、異常の状況、機器の動作状況等を確認するとともに、原因の除去、拡大防止のために必要な措

置を講じる。」とし、同条第３項において「第７６条第１項の異常が発生してから当直長が異常の収束を判断する

までの期間は、第３節運転上の制限は適用されない。」と明記されているのである[28：４章-234頁]。 
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今回の地震後、大きな余震が続き、津波警報も出された状態で、ましてや外部電源が喪失した状態で、当直長

が「異常の収束」判断を行なえるはずはない！ 
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ⅲ 運転員が急激な冷却を恐れた理由 

『保安規定』では、運転開始４０年を控えた２００９年１２月「原子炉冷却材温度制限値の評価方法の見直し

に伴う変更」がなされ、第３７条の「原子炉圧力容器の関連温度を求めて、原子炉圧力容器非延性破壊防止のた

めの原子炉冷却材温度制限値を定め」たはず（実際に何℃に設定されていたのかは不明）。 

１号機の高経年化（老朽化）に伴う脆性破壊の危険性増大を受け、運転員は日頃から原子炉の温度・温度降下

率規定遵守については厳しく教育されていたと思われ、そのため、原子炉の早期冷温停止に向けた「異常時のプ

ラント対応」を後回しにして、温度降下率規定を思い出し（＝やべーーー）、ＩＣを反射的に手動停止？ 
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「第３ ２（４）」：津波襲来後・全電源喪失後の１号機「事故対応の失敗」 

１号機の重要機器であるＩＣの機

能について、運転員・当直長も、発電

所対策本部・吉田所長も、東電本社の

誰も、正確な認識を持っておらず、津

波後のＩＣ不作動を把握できず、「水

位不明」に即応した事故対応が全くな

されず、事故の早期悪化（炉心損傷・

溶融）を招いたことを示した（国会・

政府事故調の指摘を多少掘下げ？）。 

さらに、「④１５条通報遅れ問題」

や「⑥ＩＣタンク水量の設置許可申請

との齟齬問題」など、筆者オリジナル

（たぶん本邦初？）の問題点を指摘・

解明（…したつもり：ただし、今回の学習会の趣旨から、前者は省略）。 【上図は文献30：図３】 

 

＊今回の学習会では、パンフ発行後の入手資料・考察も加味して、さらに一歩踏み込んで、「ＩＣの

手動停止は誤りで、正しく継続作動させていたら、福島原発事故は防げた」ことを論証！ 
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 ⑥ ＩＣの復水器タンクの冷却水量問題：設置許可との齟齬 

3.11津波・全電源喪失後に当直長や当直が‘懸念していた’とされる、ＩＣの機能保持上最も重要な「復水器（胴

側）タンク水量」について、政府事故調は「冷却水100ｔ≒100㎥（タンク１個当たり）」と前掲図に加筆[4-1：資料

編72,107頁]。一方、東電最終報告書の原図には水量の記載はなく[5-2：添付8-6(1)(1/4)頁]、文章で「ＩＣの胴側

水位は…Ａ系：６５％、Ｂ系：８５％（通常水位：８０％）」[5-2：添付8-9(1/3)頁]とか「通常水位が８０％」[30：

1頁]などと記述。政府事故調は、東電の説明を無批判に引用し、「通常、復水器タンクは８０％程度の水量が確保さ

れ、約６時間は冷却水の補給をしなくてもよいということ」[4-1：本文編100頁]と記載し、問題を看過。 

すなわち、東電は、国から設置許可を受けたタンク保有水量（１０５㎥。正確には１０６㎥）を、設置許可や保

安規定認可の正式な変更手続きを得ることなく、「８０％（≒８０～８５トン・８０～８５㎥」という小さな値で維

持管理するという危険な運用を恒常的に行なっていたことは明らかで、ＩＣという最重要機器について設置許可上

定められた機能（８時間）を発揮させるように適正に維持管理していなかったことは、福島原発事故の背景にある

東電の安全性に欠ける姿勢・技術的能力のなさを象徴。福島原発事故前から日常的に「保安のために必要な措置等

＜原子炉等規制法第３５条１項、同規則第７条の４＞」を十分に講じていなかったことの証左。 

ただし、残念ながら、『保安規定』のどこを探しても、ＩＣタンクの水量維持についての規定なし。 

類似の規定は、

第２４条「ほう酸

水注入系」にあり、当直長には毎日一回

のタンク水位等の確認が課せられ、（制御
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棒挿入不能によるスクラム失敗に備え）「原子炉を冷温停止にするのに必要なほう酸水の量が確保されていること」

が求められている。 

一方、ＩＣの復水器タンクは、

『保安規定』より上位の「設置許

可申請書（添付書類８）」記載の

とおり「補給しなくても２基のタ

ンクで８時間原子炉を冷却できる冷却水」を確保する必要があり、そ

のための「設計仕様」として「１０５トン」（後で１０６トンに）と明

記されている“当然維持すべき

値”だからか。また、作動に伴う

水量減少に備え「水位低」で警報

が出されることからも、タンク水量が重要な問題であることは明らか。 

  ところが、下位規定の手順書では、「ＩＣの水源容量（約６時間）」［6-1:12-4-1頁］と“目減り”させた記載に。 

 

 

これは、「設置許可上８時間」×「実際には８０％に維持管理」＝「６．４時間」との“つじつま合わせ”？ 

 この問題も、ＩＣ配管の誤接続問題＜68頁・脚注44[5-2:添付8-6(2)(2/4)頁]：詳細はパンフ参照＞と同様、当時

の原子力安全・保安院が“お目こぼし”すると想定？ 
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付言すれば、東電が正確な情報提供（真実告白）をしていないため、ＪＮＥＳ（独立行政法人原子力安全基盤機

構）『福島第一原子力発電所１号機非常用復水器（ＩＣ）作動時の原子炉挙動解析』は、水量１０６トンを前提に解

析[33：5-7頁など【次頁左】]。規制委も、平成２６年１０月事故分析中間報告書において、過渡現象記録装置デー

タ（図５．１１）でタンク水位８０％程度【次頁右】を示す一方、ＪＮＥＳ解析が１０６㎥を用いた過誤の指摘は
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なく、タンク水量問題に気付いていない[22：80,82頁]。 

 

一方、東電自身、H23.11.22、水位８０％スタートの前出

の図を公表[30：４枚目の図３]。ところが、H27.12.17未解

明問題「第４回進捗報告」やH29.12.25「第５回進捗報告」

の添付資料1-7で、本文では「通常水位80％」[34：添付1-

7-1頁]としながら、解析結果「図１４ ＩＣタンク水量」

【右】は水量１００％からに[同：添付1-7-12頁]。 

ＩＣタンク水量齟齬という重要問題＜次頁＞の責任追及

を恐れてか、東電は意図的‘隠ぺい’か‘無認識’！？ 
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Ｈ23.11.11敦賀１のＩＣ作動記録資料[24:4枚目]より「24㎥×４＋26.5t×２≒１５０t」：１号機以上！！ 
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にも関わらず、事故直後Ｈ23.4.8貯蔵タンクへの各種緊急・応急対策：タンク水量の重要性は明らか。 
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Ｑ：運転員にＩＣ作動の経験がなかった＝東電がＩＣの運転訓練を行なってこなかった原因は？  

先に絶賛したＮスペ「失敗の本質」によれば、ＩＣ（イソコン）作動時の「ジェット機のエンジン音」のような

轟音と「原子炉建屋全体を包み込んでしまうほどの大きさ」まで「雲のように一気に広がる」蒸気噴出が周辺住民

を驚かせることへの懸念や、「放射性物質の漏洩リスク」（屁理屈）から、実動作試験も含めて「使用を避けたいと

いうイソコンへのネガティブな雰囲気」が生じ、「１９７０年代半ば以降、イソコンが封印」＜第２章＞。 

「アメリカでは、５年に一度イソコンを実際に稼働させる実動作試験を行っていた」のに対し、「福島第一１号機

の運転員は、ＢＷＲ運転訓練センターで、ＩＣを含まない異なる設計の４号機を標準にしたシミュレーターを用い

て訓練を受けていた」だけで、国についても、「アメリカでは、…イソコンの実動作試験が規制要求」されたのに対

し、日本では、「非常用冷却設備」であるＩＣについて実動作試験をしないまま原子炉の稼働を容認（第３章）。 

さらに、同書によれば、『保安規定』に「イソコンについて定例試験（サーベランス）を行うことが明記されたも

のの、定期検査の際にバルブの開閉などを確認するだけで、実際に装置を作動させる内容にはなっていない。」（155

頁）とされ、東電も「イソコンの作動確認については、弁を開け閉めさせる試験をもって担保していた」とのこと

で（107頁）、保安院幹部も「弁の開閉訓練だけで十分と考えられていたのだろう」とし（147頁）、実作動試験に伴

うリスク（原子炉が不安定になる可能性）から、「規制当局も特段の要求をしてこなかった」とのこと（153頁）。 

 

絶賛「Ｎスペ」にこうキッパリ解説されると、「あー、そうなのか。」と納得したくなりますが、この学習会に備

えて、こだわりの“原点（原典）回帰”を貫き、もう一度『保安規定』を読み返してみると………。 

 Ｑ：ＩＣの運転訓練は「法的」に不要？  

ＩＣの作動確認（運転訓練）について『保安規定』の条文を探してみると（H21.5.25施行、H16.6.25でも同様）、 
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Ｑ＜上級者編＞：２（１）でＲＣＩＣ「作動確認」は、なぜ「定検後～検査終了まで」に？ 
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  同じ駆動方法の「ＨＰＣＩ」も、第３９条（非常用炉心冷

却系その１）で「ＲＣＩＣ」と同じく「定検後から検査終了

まで」に「模擬信号で作動を確認」となっている。これは、

定検最終段階の原子炉を起動させ圧力・水温が上昇した段階

で、「模擬信号（水位低）」によりＲＣＩＣ・ＨＰＣＩを実際

に主蒸気で駆動（運転性能検査）させ（水はテストラインで

循環）、ポンプの運転状態（流量、揚程等）を確認するため

＜H22.10.13：F1-3ﾌﾟﾙｻｰﾏﾙの福島県への説明＞。 

  一方、第４１条２（２）でＩＣは「定検停止時に…模擬信

号で作動することを確認」することが求められているが、こ

こでの「作動」も、同じ表現のＲＣＩＣ等のように‘実際に駆動’させ、

申請書記載の冷却性能を確認（運転性能検査）することのはずで、‘バルブ

開閉確認で十分’という解釈は、東電＋保安院の“勝手な主張”（作成した

東電を“差し置いて”言うのは僭越？）でしかない。 

  事実、第４３条＜次頁＞で、表43-3に定める「格納容器隔離弁」の１つ

として「非常用復水器蒸気管 内・外ベント弁」の「全閉」確認が指示さ

れており、ＨＰＣＩの機能検査で「運転性能検査」と「弁動作検査」が明

確に区別されているように、ＩＣの「作動」確認は、実作動させる「運転

性能検査」であるべきで、バルブの開閉確認とは“別物”のはず！ 
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Ｑ：東電には、第３弁確認と第１・２・４弁の確認は“別物”？ 

さらに、第４１条２（５）「表41-2」で、（当直長は）ＩＣの原子炉入口弁（第

３弁：運転時は「閉」）を月一回「開することを確認」（動作確認後は改めて「閉」

復旧確認）することが求められており、これが正真正銘の‘弁の作動確認’。よ

って、同条２（２）の要求するＩＣの「作動確認」は、（４弁とも開にして）実

際に駆動（配管内に主蒸気・復水を通す）させることであるのは明らか！！（で

ないと（２）と（５）を別記載にする意味なし。）ところが、さすがは東電！（５）

で第３弁確認、（２）では６

台（１・２・４）の弁の確

認だけでＩＣ系の「機能・

性能検査」と“偽称・偽装”

＜26回定検＞（なら、ＨＰＣ

Ｉも弁の確認？）。 

Ｑ：「定検停止時」はＩＣを実際に駆動できないから、弁開閉で代用？ 

４１条解釈の“重要ポイント”は、２（２）でＩＣの作動確認時期が「定検停止時」となっている点。 

（単純に考えれば、「定検停止時」は原子炉圧力・水温が低くＩＣは作動しない？ だから弁の開閉確認で十分？ 

でも、それなら、ＲＣＩＣ等と同様に定検最終段階に作動させるよう、『保安規定』を改訂すればいいだけ。） 
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『保安規定』第３条で

は、検査及び試験を「適切

な段階で実施する」ことが

定められている。 

実は、このＩＣとＨＰＣ

Ｉ等の作動確認時期の違い

（適切な段階）が極めて重要で、ＩＣにはＨＰＣＩ等のようにバイパスラインがなく、作動時には冷却された復水

が炉内に実際に流入する（してしまう）からこそ、前述の東電・保安院幹部が懸念した‘原子炉が不安定になるリ

スク’を『ゼロ』にするため、「定検停止時（原子炉停止済み）」での作動確認を規定。ＨＰＣＩ等の「定検後から

検査終了まで」の期間は、原子炉が起動（臨界）した状態で、冷水が炉内に流入（しかも１号機では、「無断施工」

による一方の再循環系からの‘非対称’流入のため、出力振動リスクも加わる）することによる‘原子炉の不安定

化リスク’が極めて大きいため、ＩＣの作動確認には不適切！（２（２）が６台の弁確認なら時期指定は無意味！） 

このようなＩＣとＨＰＣＩ等の作動確認時期の違いからも、『保安規定』（最初にＧＥ作成？）は、ＨＰＣＩ等と

同様、ＩＣについても実作動確認（復水の炉内流入を想定）を要求（当初は？）していることは明らか！！ 

付言すれば、定検停止（全制御棒挿入）後で炉内が‘ほどほどにアツアツ’の状態、例えば事故時（ＩＣの自動

起動時）に停止時冷却系ＳＨＣへの引継ぎ想定時の約１ＭＰａ（0.93MPa、水温約175℃）になる少し前なら、ＩＣ

の実作動（運転性能検査）は十分可能。しかも、3.11事故時＜前出図参照＞のように10～20分程度（実際には原子

炉停止後の時間経過により冷却が進んでいるので、それ以上の時間作動させても）タンク水は100℃に達せず、東電

が懸念した？‘轟音や雲のような蒸気噴出’は生じない。 
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⑩ ＩＣの機能発揮による福島原発事故の未然防止の可能性 

地震による原子炉スクラム・外部電源喪失などの異常事態が始まった段階で、操作経験のなさでＩＣ起動

時に当然生じる「炉圧急減」に驚き、反射的にＩＣ２系統を手動停止したことが、最大の操作ミス（「温度降

下率遵守」とか「配管からの蒸気漏洩を懸念」などは後付けの理由でしかない）。 

なぜなら、前述のとおり、『保安規定』で「温度降下率遵守」は適用除外されており、また、地震直後に各種

計測機器は正常で警報発信もなくＩＣも作動し続けていたことから、隔離を要するような配管の重大な損

傷・破断が生じていないのは明らかで、ＩＣを手動停止させて確認する必要もなし。 

仮に、後者が正当化されたとしても、手動停止後の速やかな炉圧の回復により配管損傷・漏洩等の懸念が

払拭されたなら（遅くとも１５時１５分頃）、次のステップとして原子炉『冷温停止』に向けての冷却を再開・

継続すれば、「１系統起動の場合」でも、ＪＮＥＳ解析のケース１Ａでの炉圧のグラフ[33：5-6頁の上のグラ

フ]より、１５時３０分頃より約１５分早く炉圧は減少し始め、１６時３０分前には１ＭＰａgageに。さらに

「２系統とも起動」させていれば、炉圧はさらに迅速に減少し、１６時前には１ＭＰａ以下に。 

さらに言えば、ＩＣ２系統の自動起動後、手動停止がなされずに「そのまま冷却が継続」されていたならば（保

安規定や運転手順書上、特に問題のない運転操作のはず：詳細は後述！）、１５時３０分頃には１ＭＰａ以下に達し

ていたはず（炉圧の減少カーブが徐々に緩くなるとしても）。 

そのような低圧状態に一旦持ち込めていたなら、津波後にＩＣによる減圧・冷却が不能となったとしても、１

６時３５分に停止状態だったＤ／Ｄ－ＦＰが１７時３０分に復旧していることから、代替注水ライン構成に

よる注水冷却・『冷温停止』が容易に実現した可能性が高い（それが絶対に不可能だったと言うなら、解析の

プロ・東電が立証すべき。田辺文也氏からは「自分で証明すべき」とお叱りを受けるかもしれませんが）。 
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１系統作動の場合 
２系統作動の場合 

手動停止後の15:15に手動再作動 

２系統作動 

２系統の自動起動後、そのまま継続 

 
１系統 ２系統 
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★ＩＣ優先作動への直前変更の不徹底（教育訓練不足）が最大の原因！★ 

「事故８ヶ月前にＩＣが作動し易く設定変更された」ことと約１年前作成の「地震手順書」が重要ポイント！ 

設定変更を手順書に具体的に反映（改訂）させず、地震手順書も含め、運転員に周知徹底せず、ＩＣの特性（Ｓ

ＲＶとの相違）を踏まえた訓練・教育なども一切行なわず、にもかかわらず「第 26 回定検（2010.3.25～）」を

2010.10.15に終了させ営業運転を再開した、東電の‘安全性確保後回し’の姿勢が最大の原因＜37頁脚注21＞。 

 

★ＩＣ冷却で事故収束が可能★ 

設置許可申請書・添付書類１０に関

する「ＩＣ作動時の原子炉温度の経時変

化」（原子力資料情報室・上澤さん提供

資料の原子炉安全専門審査会72部会：

72部－３）によれば、「ＩＣ１基」によ

る温度降下率（グラフの傾き）は作動初

期「30℃／時」以下で、「ＩＣ２基」で

も「約 54.5℃／時」で、東電が言い訳

にした「55℃／時」を超えていない（む

しろ、そうなるようにＩＣの性能を厳し

い条件下（崩壊熱は大き目に、タンク水温は高目に）で設計したものと思われ、当然と思われる）。 

２系統作動 
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そして、添付書類10「2.安全評価」の重大事故・主蒸気管破断事故は、ＭＳＩＶ閉鎖・スクラムという今回の事

故状況とある意味類似のもので（順は逆）、事故後のＭＳＩＶ開操作（＝主復水器による除熱・冷却）は不可能な

ため、ＩＣで冷却・減圧を行ない、炉圧を約１ＭＰａ（１０気圧）にまで低下させ（炉温は約１７５℃）、「停止時

冷却系ＳＨＣ」を起動させ、「冷温停止（100℃）」へ導き事故を収束させることが想定されており（ＩＣの作動基

数により冷温停止までの所要時間は異なる）、これが今回の事故対応の基本。 

同解析によれば、ＩＣ２基で「50分間＝3.11 津波襲来前の 15時 40 分頃まで」冷却すれば、炉温242℃、炉圧

3.77ＭＰａまで低下することが示され、さらに実際には、前出の表＜パンフ40-44頁＞のとおり「温度降下率」が

極めて大きかったことを考えるなら（ある意味、本件事故時の最大の“幸運”？）、ＩＣ２基の継続作動で15時40

分頃には１ＭＰａまで減圧できた可能性があったことが推測される。 

さらに、Ｈ23.11.11敦賀１のＩＣ作動記録資料[24:5枚目]でも、「非常用復水器 自動作動時」において原子炉

隔離継続時＝ＭＳＩＶ開不能時には、ＩＣを継続作動させ（貯

蔵タンクには適宜補給水を行ない）、「原子炉を約１７５℃（≒

０．９３ＭＰａ）まで冷却し、以降は停止時冷却系で冷却」し

て（ＩＣが自動作動するような）事故を収束させるべきことが

明記されている。 

従って、巨大地震スクラム・外部電源喪失・ＭＳＩＶ閉の状況下（＝異常継続中）では、前出解析の「重大事故

時」と認識し（あるいは敦賀１のように「ＩＣ自動起動」からも判断可能）、ＩＣの特性である原子炉水位を維持

しつつ冷却・減圧を続け、停止時冷却系ＳＨＣが起動する約１ＭＰａ（0.93MPa、水温約175℃）に減圧するまで、

２時間程度何もしなければよかったのである（実際には約１時間後に全電源喪失となるが、それは結果論）。 
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東電も繰り返し宣伝しているように、原発の異常時の基本対応は「止める・冷やす・閉じ込める」。 

残念ながら“お飾り”に過ぎなかった「地震対応手順（第22章22-1）」では、大規模地震発生時は特にその基本

が「操作のポイント」で強調され、さらに「事故の概要」では「動作を期待する系統・機器が運転不能となる恐れ

があるため…健全な系統・機器により原子炉を冷温停止する」と明記されているように、スクラム（止める）成功

後の次の目標は「冷やす」であり、「冷温停止」にまで持ってゆくことが求められている。 
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東電最終報告［5-1：118、122 頁］によれば、地震直後は「訓練と同じように冷温停止に向けた対応操作を行っ

ていた」とのこと。 

 
 

 

ただし、これは“体に染みついた”通常のスクラム時手順「１－１（Ｂ）」の‘再起動’を念頭に置いた操作。 

地震手順書のように全く訓練されなかった手順がある一方、スクラム時手順「１－１（Ｂ）」のように“体に染み

つく”ほど訓練することで、本質的に異なる事態（巨大地震・外部電源喪失）が生じているにも関わらず、ワンパタ

ーンの対応（１５時４分～１１分頃、ＳＲＶ作動時には必要な格納容器冷却系ＣＣＳによるＳ／Ｃモードでの手動起

動）を安易に選択してしまうという危険性も「3.11の教訓」と言うべき。 
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ここからが重要で、『保安規定』第７７条２項に

ある「添付１ 原子炉がスクラムした場合の運転

操作基準」において、①目的は「十分な炉心冷却

の維持」と「冷温停止状態までの冷却」とされ、

⑤主な監視操作内容「Ｃ 原子炉圧力」で、ＭＳ

ＩＶ閉の場合にはＳＲＶまたはＩＣによる原子炉

圧力調整が指示され、炉圧とＳＲＶ・ＩＣの連続

的監視が要求されている。前述のとおり、７７条

３項で異常収束まで運転上の制限（温度降下率遵

守）は適用され

ないので、運転

員は停止時冷却

系の作動条件に

達するまで“何

もする必要はな

かった”のであ

る。 

すなわち、「添

付１」において、
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当直長が留意すべき一般の注意事

項として「非常用炉心冷却系…が自

動作動した場合は、…不用意に手動

停止しない」ことが明記され、１号

機のＩＣは、設置変更許可申請書（S

43.11）で、ＨＰＣＩや炉心スプレイ

系と同じく「非常用冷却設備」（ＥＣ

ＣＳ系）と位置付けられていること

に鑑みても、敦賀１同様、（２つ以上

の計器で誤起動が確認されない限

り）ＩＣの作動継続が原則のはず。 

「配管漏洩の懸念」も、前述のよ

うに計測機器が正常だったのに、配

管漏洩を示す（示唆する）格納容器

温度・圧力などの異常は（２つ以上

の独立した計器により）一切確認さ

れていないことから、手動停止の正

当事由にはならない。 

結局、ＩＣの手動停止は、『保安規定』（異常時の措置）に反するものだった！！ 
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◇ まとめ ◇ （‘Ora Orade Shitori egumo’的考察と結論） 

＜事故前＞ 

・『保安規定』第４１条２項「定検停止時のＩＣ作動確認」の不実施（運転開始～？）＋国容認 

・運転経験のなさによる運転員から東電本社に至る関係者全員のＩＣ機能・重要性の無理解（事故

時の運転員ＩＣ手動停止、津波後の対策本部の対応遅れ＝事故の早期悪化・水素爆発の原因） 

・『設置許可』に反しＩＣ軽視の「ＩＣタンク水量８０％」（＋ＩＣ配管接続無断変更を国容認） 

・ワンパターンのスクラム手順訓練＋老朽化（急冷禁止）による「温度降下率遵守」の刷り込み 

・ＩＣ優先設定変更・地震手順書の教育訓練なしで第２６回定検（～2010.10.15）終了＋国容認 

＜地震直後＞ 

・『保安規定』第７７条３項「運転上の制限は適用されない」＝「温度降下率遵守」不要 

・急激な炉圧減少をもたらすような配管漏洩は、格納容器温度・圧力などで確認可能 

・『保安規定』「添付１」の注意事項「（ＩＣが自動起動したら）不用意に手動停止しない」 

・ＩＣ自動起動後は停止時冷却系ＳＨＣ引継までの冷却継続、最終的に冷温停止が操作目標 

＜津波後＞ 

・ＩＣ２系統継続作動で津波襲来時にＳＨＣ作動可能な１ＭＰa（１７５℃）まで減圧可能（しかも

「ブタの鼻」からは蒸気噴出、津波後の作動停止が即座に判断可能＝代替策の早期検討可能） 

・津波襲来時までの冷却で17時19分頃まで燃料損傷は生じず、原子炉建屋内作業も可能 

・Ｄ／Ｄ－ＦＰ（実際は 17時 30分復旧）による代替注水の早期実現で『冷温停止』可能？ 
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運転開始以来『保安規定』曲解しＩＣ作動確認・運転経験なし！ 

事故前から『設置許可』・ＩＣ軽視の「タンク水量８０％」！ 

原発老朽化による「温度降下率遵守」刷り込み！ 

直近定検でＩＣ優先作動手順・地震手順書の教育訓練なし！ 

地震後ＩＣ自動起動後は『保安規定』遵守で継続作動が当然！ 
       『保安規定』第７７条３項「運転上の制限は適用されない」 

配管漏洩は、格納容器温度・圧力などで確認可能 

       『保安規定』「添付１」「（ＩＣ自動起動後は）不用意に手動停止しない」 

津波時までの冷却で、その後の早期代替注水・冷温停止可能！ 
「ブタの鼻」蒸気噴出停止で、ＩＣ停止早期把握＋代替注水早期準備可能 

  

 

事故前の『保安規定』遵守＋手順書の教育訓練と 

事故初期の運転操作で 福島原発事故は防げた！ 
 


